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　現在の英国、米国、ドイツ、シンガポール及びフランスとの「二国間協定」制
度下では、「英語による」医師国家試験を実施し、当該試験に合格した外国
人医師に対し、一定の条件を付した医師免許を与えておりますが、当該医師
国家試験については、あくまでも、我が国に来られる外国人観光客等に対し
医療を提供することを前提に実施しているものであり、我が国で広く医療を提
供する保険医になることを前提に実施しているものではありません。
　また、当該「二国間協定」の下で医師免許を付与される外国人医師が、日
本の保険の適用が認められている外国人を診療した場合に公的医療保険の
対象とする場合、健康保険法に基づくと、保険医の登録が必要と解されると
ころ、以下の点について慎重な整理が必要であり、認めることが困難である
と考えております。
①保険医として、日本の法令を十分に理解し、遵守する必要があるところ、現
行の制度の下では日本の医療保険制度に精通しているか確認できない外国
人医師に、日本の医療保険制度をそのまま適用できるのか。
②保険医の指定を受ける以上、日本の保険医と同様に診療の一般的方針
（療養担当規則（ひいては健康保険法））を遵守し、日本人に対する診療にも
応じる必要があるが、当該外国人医師がそのような対応が可能であるか。
③当該「二国間協定」は双務主義を基本としていることを踏まえると、どちら
かに負担の偏りが生じる場合、自国民（今回の場合日本国民）からの理解が
得られるかどうか、また、両国同様の条件に緩和（両国共に公的医療保険の
解禁）する場合、その必要性があるか。
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　特区においては、二国間協定
に基づく外国医師が行う、外国
人一般の患者に対する診療に
ついて、日本の公的医療保険
の対象とする。

二国間協定（医師相互開業のとりき
め）
平成27年１月29日医政発0129第８号
厚生労働省医政局長通知

平成28年７月13日国家戦略特区ＷＧ
における厚生労働省提出資料

平成29年５月22日国家戦略特区諮
問会議における資料「平成28年度国
家戦略特別区域の評価について」

　二国間協定に基づき、英語による
医師国家試験に合格した外国人医
師は一定の条件を付した医師免許が
付され、日本で医業を行うことができ
る。
　その一定の条件の中に、「日本の
公的医療保険を利用しないこと」があ
り、日本の国民健康保険に加入する
多くの在日外国人のニーズに沿った
医療の提供が困難となっている。

　現在の制度下では英語で実施した医師国
家試験に合格した外国人医師の診療を受け
る患者は日本の国民健康保険を利用できな
い。
　一方で、日本に3か月以上滞在する外国人
の多くは国民健康保険に加入している。（聖
路加国際病院を受診する総数25,600人/2015
年の外国人患者のうち約7割が保険証を持参
している。）
　そのため外国人医師受診のニーズが高いと
想定される在日外国人は、保険診療を選択
するため、外国人医師を避け、日本人医師の
診療を受診せざるを得ない状況である。
　ついては、特区において、二国間協定にあ
る「日本の公的医療保険を利用しないこと」の
要件を緩和し、時代のニーズに沿った医療を
提供し、国際都市・東京の実現に繋げる。
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